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はじめに 

 ＩＴコーディネータ協会は、イノベーションを起こすための企業経営のあり方について、
2014年5月に「プロセスで解き明かすイノベーション」（副題：イノベーション経営プロセス
ガイドライン）（ＩＴＣ向け呼称ＩＰＧＬ）として取りまとめ、書籍として出版を行った。 
 
 また、2013年度にＩＰＡと共同で推進してきた「ＩＴ融合人材育成連絡会」では、イノベー

ションを起こすには個人能力とともに組織能力が求められると言う提言を行なっている。
このため組織能力を評価する指標を用意することで、各組織が自己診断等を行い、継
続的なイノベーティブな組織作りに役立てられるようにすべきとして、ＩＴＣＡにおいてこの
指標の開発に取り組むことが要請された。  
 
 協会としては、ＩＴＣからの公募により「イノベーション経営力評価指標開発ＷＧ」を組成

し、議論と実証を行いながら指標の開発に取り組み、ここにその成果として、「イノベーシ
ョン経営成熟度診断ツール」を公開することになった。 
 
「イノベーション経営成熟度診断ツール」は、協会が保有するＩＴ経営における「ビジネス

競争力強化ツール」の中の「ビジネス競争力成熟度診断ツール」に後続するツールであ
り、組織のイノベーション経営への取り組みを支援するものである。  
 
ＩＴＣおよび会員の皆様におかれては、当ツールを積極的にお使いいただき、データの

蓄積と忌憚のないご意見をいただくことで、当ツールの成長にご協力をお願いしたい。 

http://www.itc.or.jp/laboratory/publication/invbook20150508.html
http://www.itc.or.jp/news/inv20140325.html
http://www.itc.or.jp/foritc/useful/diagnosis/index.html
http://www.itc.or.jp/foritc/useful/diagnosis/index.html
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（参考） ＩＴＣＡでのイノベーションへの取り組み 

１．個人能力の評価のあり方の検討 

 ⇒知識や能力の可視化や、評価のあ
り方などについて検討を行うことがで
きる、一定のガイドライン等が必要 

 
２．イノベーションを起動する「実践的学
習の場」の構築 

 ⇒参加者によるダイアログと実践の
繰り返しから、価値発見や問題解決
に取り組む学習スタイルを想定し、そ
のための「実践的な学習の場づくり」 
が必要 

 
３．IT融合組織能力の評価軸の策定 

⇒価値創造を起こす組織能力の成熟
度を評価する「IT融合組織能力評価
軸」が必要 

「ＩＴ融合人材育成連絡会」からの要請 

■ＩＰＧＬの出版 

 ⇒ＩＰＧＬの中で、 
 個人能力のあり方に 
 ついて言及。 
 
 
 
■イノベーション経営研修を開発 

 ⇒11本の研修プログラムを開発 
 
 
 
■イノベーションを起こすことができる
組織能力の評価軸の策定 

⇒イノベーション経営成熟度診断ツー
ルとして開発 

ＩＴＣＡの取り組み 



（参考） イノベーション経営力診断ツール開発の背景 

 開発の背景 

あらゆる組織、ＩＴＣのイノベーションへの取り組みの必要性が増大 

「ＩＴ融合人材育成連絡会」からの組織能力評価指標の開発要請 

協会の「ビジネス競争力自己診断ツール」はＩＴ経営力の診断に使うことが前提 
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「イノベーション経営力」の組織能力が診断できれば 

＜企業のメリット＞ イノベーションが起こせる組織へ変革するポイントが分かる 

＜ＩＴＣのメリット＞ 企業内ＩＴＣは自組織への適用、独立系ＩＴＣは顧客企業へのビジネ
スに活用できる 

＜協会のメリット＞ イノベーション分野において、理論づけはＩＰＧＬ、育成は研修、実
践は診断ツールとして一貫したサービスが提供できる 

このため協会がＷＧを組成しイノベーション経営力評価指標を開発することとなった。 
2015年9月、成果物として「イノベーション経営成熟度診断ツール」を公開する。 



ツールの概要 
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イノベーション経営力診断ツールの成果物 

「イノベーション経営成熟度診断シート（Ａ）」： 
 → 組織のイノベーション経営への取り組みの全体感を診断するためのシート 
 
「イノベーション経営成熟度診断シート（Ｂ）」： 
 → ＩＰＧＬのプロセス・フェーズごとに、組織ＩＱの視点で詳細に診断するためのシート 
 
「ＩＰＧＬ逆引きＩＮＤＥＸ」（ＩＴＣ用） 
 →  「イノベーション経営成熟度診断シート（Ｂ）」 とＩＰＧＬとの対比に使うシート 
 
「イノベーション経営力診断ツール利用の手引き」（利用者用） 
 → 利用者のための手引き書 
 
「イノベーション経営力診断ツール活用の手引き（ＩＴＣ用） 
 → 利用者を支援するＩＴＣのための手引き書 
 
「案内リーフレット」  
 → 当ツールの導入を勧めるためのＰＲチラシ 
 

名称を「イノベーション経営成熟度診断ツール」とし、以下の資料から構成される。 
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診断の目的 

組織のイノベーション経営力を成熟度レベルで評価することによって、イノベーションが起
こせる組織にするための「気づき」や「処方箋」が得られること。 

（注１） 「イノベーション経営力」の定義 
組織のイノベーションへの取り組み（意識・行動）の能力と定義する。 

 
（注２）  ＩＰＧＬでの「イノベーション経営」の定義 

既存の事業ドメイン・ビジネスモデルに安住せず、常に新たな成長機会を発掘するような取り組
みを、経営の意思において組織的・戦略的・持続的に実践する経営のこと。 
 

（注３） ＩＰＧＬでの「イノベーション」の定義 
社会実態や環境の変化を洞察し、多様な分野とＩＴを融合させ、新しい概念や技術・プロセスを生
み出し、市場・事業・サービス・組織等を創出することにより、社会や顧客に新しい価値を提供す
ること。 
 
ただし、新しい発想に基づくものであれば、社会を大きく変えるようなものだけではなく、比較的
小さい改善ベースのものもイノベーションとして含める。 
 

（注４） ＩＰＧＬで取り上げる「イノベーション」の領域 
イノベーションには、ソーシャル・イノベーション、科学技術イノベーション、ビジネス・イノベーショ
ンがあるが、ビジネス・イノベーションを対象としている。 
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診断が適用できる組織 

組織形態： 企業、国、自治体、病院、学校、農業法人、ＮＰＯなど、あらゆる組織 
 
組織規模： 大企業と中小企業、業種・業態での違いはない 
 
診断対象： イノベーションに関心がある組織 
            イノベーションしなくてはと考えている組織 

 新事業、新商品・新サービスが必要と考えている組織 
 今のままではまずい、将来は無い、変えたいと考えている組織 
 （ＩＴ経営が十分できていないと思われる組織に適用しても効果がない可能性
が高い、この場合「ＩＴ経営成熟度診断ツール」を適用すべきであろう） 

 
診断階層： ①経営者（経営層）、 
 ②組織（経営企画部門など）、 
 ③個人・チーム（現場） 
 の３層で出来るだけ多様な人材に診断させることが望ましい 

仕入れ先やパートナーなど、ステイクホルダーに診断してもらう場合
にも使える 

「イノベーション経営」と「ＩＴ経営」は、経営手法が異なる。 
そのため、それぞれの経営スタイルに適した診断ツールを使う必要がある。 
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（参考） 「イノベーション経営」と「ＩＴ経営」の違い 

革新

P

D
S

戦略

計画

実行
学習

価値
設計

価値
発見

価値
実証

価値
実現

Ｉ

Ｓ
Ｐ

Ｄ

Ｌ

革新

戦略経営サイクル

イノベーション経営サイクル

イノベーション認識プロセス

イノベーション実行プロセス

 従来の経営（ＩＴ経営）は、経営戦略の策定と、その戦略に基づきＰＤＣＡで管理された実行マネジメントに主眼が
置かれています。現業の改善・改革のなかで行われるイノベーションは、戦略経営サイクルの中で実施することが
できます。  

 一方、変化の激しい時代にあっては、既存の枠組みを壊すようなイノベーションは、進め方も予想しがたく、リス
クも大きくなります。また、新しい商品やサービスが既存事業と競合する可能性もあります。 

 すなわち、イノベーションを実現するイノベーション経営サイクル（イノベーション経営）は、戦略経営サイクルとは
異なる価値観とプロセスでなされると考える必要があります。  

 企業が既存の事業を進めながら自ら改革を進め、新規事業を展開するうえでは、このように違いのあるイノベー
ション経営サイクルと戦略経営サイクルの両方をうまく動かすことが必要となります。 
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「イノベーション経営成熟度 
診断ツール」を適用する 

「ビジネス 
競争力成熟度 
診断ツール」 
を適用する 
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成熟度の評価方法 

前提：  ＩＰＧＬの記述を「正」とする 
 
評価要素： ＩＰＧＬに書かれているプロセス、基本原則、基本姿勢をベースとする 
 
評価項目： ＩＰＧＬのプロセス・フェーズ単位に、組織能力（イノベーション経営力）

を評価する 
 
評価軸： 能力のレベルは「成熟度モデル」を適用する 
 能力の視点は、「組織ＩＱモデル」を適用する 
 
評価者： 基本的には、組織自体が自己診断する。 

ＩＰＧＬや組織ＩＱのことを良く理解しているＩＴＣなど専門家に支援を受
けながら診断を行うことで、処方箋も作ることができる。 

イノベーション経営力の評価には、 
 ①ＩＰＧＬ（イノベーション経営プロセスモデル） 
 ②成熟度モデル 
 ③組織ＩＱモデル 
を援用している。 
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評価軸に組織ＩＱのフレームワークを使う理由 

ＩＰＧＬはイノベーション経営のプロセスについて提唱されたガイドラインであり、企業組織
がイノベーションを起こすことができる状態にあるかを評価するものではない。 
 
また、企業組織がどのような状態にあればイノベーションを起こせるのかについての研究
は、未だに発展途上の段階にあり、唯一無二の確立されたモデルは存在しない。 
 
そこで、イノベーション経営力診断ツールの構築に際して、組織能力をあらわす「組織IQ」
を援用した。組織IQは5要件から成るフレームワークで、企業業績との相関性が証明され
ている。これを用いることにより、現段階で、より有効性の高い診断ツールの構築を志向
した。 
 
具体的には、組織IQの5要件に基づき、ＩＰＧＬで記述されているプロセスや基本姿勢を分
解し、それぞれの実現状態を5段階で定義し、評価レベルとした。 
 
本診断ツールは試行適用の段階にあるが、多くの組織で利用され、診断データが集まれ
ば、その有効性が実証されるものであると期待する。 

ＩＰＧＬの考え方を適用してイノベーションが成功した実証データはまだ存在しない。 
従って、イノベーション経営力の評価には、企業業績との相関性が証明されている組織ＩＱ
のフレームワークを援用することにした。 
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（参考）組織ＩＱとは 

企業の能力

組織メンバーの資質を高める
（すでに繰り返し試みられている）

組織能力を高める
（未開拓の領域が多い）

組
織
メ
ン
バ
ー
の
資
質

External

Awareness

Internal
Knowledge

Effective
Decision

Architecture

Continuous Innovation

継続的革新

+

－

－

－

+

+ +
－

論理的にプラスに作用する

論理的にマイナスに作用する

組織フォーカス

Organizational
Focus

Dissemination
Information

外部情報感度 内部知識流通

効果的な
意思決定機構

 企業の能力は、組織メンバーの資質と組織能力の積と考えることができる（下図左）。 

「組織ＩＱ」というフレームワークを開発し、これによって組織能力を測ることを提唱したのは、スタンフォード大学経営大学院教授の
ヘイム・メンデルソンと当時マッキンゼー・アンド・カンパニーのコンサルタントだったヨハネス・ジーグラーである。二人はその共著
「スマート・カンパニー」のなかで、組織ＩＱの要件を次の五つにまとめており、それぞれ補完する関係にある（下図右）。 

①外部情報感度 組織の各部門がそれぞれに顧客や競合他社、技術動向など、必要な情報をつかんでいる。 

②内部知識流通 組織内で各種意思決定に必要な情報・知識をきちんと共有し、組織の成員が業務知識や過去の失敗例な
どを学習できる環境が整っている。 

③効果的な意思決定機構 意思決定が適切な人物によって行われるよう組織・権限が設計され、その意思決定者に必要な知識と能
力が正しく配分されている。 

④組織フォーカス 事業範囲や管理対象を限定することで、情報氾濫や過度に複雑な意思決定過程を排除し、組織内の情報
処理が最適化されている。 

⑤継続的革新 事業遂行能力を継続的に改善していくために、組織内で新たなアイデアや知識を創出する仕組みやイン

センティブが制度化されている。 

出典： 「組織ＩＱ論」 
Harvard Business Review, September 2008 
平野 雅章 （早稲田大学教授） 
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診断ツールと適用モデルとの関係 

イノベーション経営モデル 
（ＩＴＣＡのイノベーション経営 

プロセスガイドライン） 

組織ＩＱモデル 
（世界的に実証されている 

組織能力の評価指標） 

組織の能力＝組織メンバーの資質×組織能力 
組織能力（組織ＩＱ）＝ 
 外部情報認識（EIA：external information awareness）× 
 効果的決定構造（EDA：effective decision architecture）× 
 内部知識流通（IKD：internal knowledge dissemination）× 
 組織フォーカス（OF：organizational focus）× 
 継続的革新（CI：continuous innovation） 

イノベーション経営成熟度診断シート（Ａ） 

ＩＰＧＬのプロセス・フェーズに分解し 
組織ＩＱの視点から成熟度診断する 

組織全体の状況を成熟度診断する 

イノベーション経営成熟度診断シート（Ｂ） 

成熟度モデル 
（世界的に定着している 

成熟度の評価指標） 

レベル０： 無意識または誤解している状態 
レベル１： 行き当たりばったりの状態 
レベル２： 必要な要素を把握している状態  
レベル３： 組織的取組ができ始めた状態 
レベル４： 適切な判断ができるようになっている状態 
レベル５： 臨機応変の状態 

評価レベル 1 2 3 4 5

イノベーション活動に関しての状

態

無意識の状態 イノベーションを誤解している状

態

行き当たりばったりの状態 必要な要素を把握している状態 組織的取組ができ始めた状態 活動に関して適切な判断ができ

るようになっている状態

臨機応変の状態

経営者（経営層）の意識 今までの経営を伸ばしていけば

成功すると思っている。

イノベーションを誤解しているた

め、イノベーションは一部の天才

ができることであり、確実性のな

いことにチャレンジすることはリス

クがあると考えている。

今までにどこかで成功したことを

真似することは価値がないもの

だと表明している。

ともかく新しいものを追求する事

が経営者としての責任であると

認識している。

イノベーションが必要であると考

えているが、懐疑的であるため行

動に至っていない。

新しいアイデアが気になったとき

だけイノベーション活動を認め

る。

経営陣との合意がたまにできた

時（多くの場合予算的な見通し

や成功への筋道が明確に示すこ

とができた時）、イノベーション

活動を推進する。

イノベーションに対する認識と方

向性について経営者から全従業

員に周知している。ただし、従業

員がどの程度理解しているかの

把握はできていない。

イノベーションの推進状況等は

感覚的に把握しており、重要な

場面やリスクテイクを伴う活動

が、経営者により正式に承認さ

れている。

イノベーション活動に必要な要素

は組織固有のものも含めて経営

資源として認識している。

イノベーション活動の状況を把

握・推進している。

イノベーション活動は経営活動

の一環として認識している。

また、イノベーションに対する姿

勢を組織内だけではなく組織外

にも積極的に開示し、イノベー

ションを社会的貢献の手段とし

て自覚している。

イノベーション実現化活動状況 現在の経営方針に従ったなかで

の改善活動は活発に実施できて

いる。

イノベーションを誤解しているた

め、顧客価値を考えずに、提供

側からの視点で価値設定を行い

強硬に変革を推し進めていく。

失敗した原因は自組織ではな

く、新しさについてこれなかった顧

客にあると思っている。

偶然の産物としてイノベーション

を成功させた経験があるが、成

功/失敗要因の分析ができてお

らず、現状維持・改善にとどまっ

ている。

イノベーション活動は全組織的

なものではなく、イノベーション活

動に好意的な組織のみで実現

できる範囲の活動にとどまってい

る。

イノベーションを推進する組織活

動は認知・承認され、組織全体

の責任としてイノベーション活動

を推進する体制が存在してい

る。

イノベーション活動は関連組織

全体の責任として推進され、推

進状況等は定量的・定性的に把

握できている。

経営者の承認は正式に実施さ

れ、軌道修正は予兆の段階で準

備・実行できている。

ただし、対応策が必ずしも効果

的か否かの事前判断はできな

い。

イノベーション活動は常に最適化

できるように、事前に複数ケース

の準備が整っている。

組織環境 価値判断が過去の成功体験に

基づいている。

目標に向かいマニュアル通りに行

動する事が徹底されている。

新しいことにチャレンジする取り組

みはほとんどない。

イノベーション活動の実施そのも

のが目標となっている。

イノベーションの目標として、どの

ような顧客価値を実現するかを

考えていない。

特定な人のアイデアがイノベー

ションとして取り上げられることが

あるが、組織としてアイデアを取り

上げる仕組みがない。

常識外（多様性、異質、異端、

失敗等）を認める文化がない。

イノベーション活動が失敗に終

わった場合、その責任はうやむや

になるか、責任のなすりあいが発

生する。

基本的にリスクの少ないイノベー

ション活動に関して、個人・チー

ム中心でチャレンジできる柔軟さ

が、ある程度整ってきている。

イノベーションに直接関係してい

ない個人・部門の抵抗や無関心

によって、イノベーション活動に支

障をきたすことも多々発生する。

また、イノベーションがとん挫した

時の責任は担当部門または個

人が全面的に負うことになる。

組織全体がイノベーション活動に

参加する文化が整っており、モチ

ベーションを維持する必要性を理

解している。

多様な意見、アイデアを受け入

れ、ダイヤログを重ね、チャレンジ

させ、失敗を認める風土がある。

組織全体の状態や課題が常に

把握されており、個人・組織間の

早期のケアを行う風土がある。

職場環境の調整が早めに行わ

れるので、生き生きとイノベーショ

ン活動に取り組んでいる。

イノベーション活動を展開するた

めに、最適な組織へ柔軟に組み

替える事が出来る。

イノベーション活動を通じて、組

織に貢献している実感がある。

組織としてイノベーションのＤＮ

Ａが根付いている。

人財の育成・活用 ＰＤＣＡが回るための人財配

置が行われ、手順どおりにいかに

動くかのトレーニングは繰り返し

実施され成果を出している。

イノベーションを誤解しているた

め、斬新なアイデアを出すことに

執着し、独創性のある人財は異

端とみなされ、提案が出ない人

財は無能であると判断され、才

能の芽を摘んでいる。

イノベーションに興味があるもの

が私的にセミナー等に参画する

が、そこで得た知識・スキルを生

かす場面はほぼ存在しない。

異能の人財、多様性のある人財

を活かす機会がほとんどない。

イノベーションの基本的な知識

教育が一部意識の高い組織、ま

たはイノベーション担当と認識し

ている組織で、必要と思える担

当者に実施されている。

異能の人財、多様性のある人財

を活用し、創造的能力を引き出

す努力が一部の組織で行なわ

れている。

イノベーションの進め方について、

組織の主だった要員は理解をし

ている。また、そのための教育を

定期的に実施している。

イノベーション活動への報奨制度

などができている。

要員のイノベーション能力・活動

に関しての評価はあるが、イノ

ベーション能力・活動に関する評

価基準がない。

個人の能力及び状況に応じて、

イノベーションに対する配置、教

育が日常的に実施できている。

イノベーションに関する項目が人

事評価に組み込まれている。

要員は、インセンティブをもってイ

ノベーション活動にとり組んでい

る。

イノベーションに必要な配置、教

育はタイムリーに実施できてい

る。

要員のイノベーションも含む評価

が定性的・定量的に実施され

フィードバックされている。

また、様々な評価軸で要員の評

価を適時、見直す仕組みがあ

る。

知の活用状況 知的情報（外部情報や、ビッグ

データ、アイデア、失敗事例、う

わさなど内部情報）をイノベー

ションの種として活用しようとして

いない。

イノベーションを誤解しているた

め、変わった情報、突飛なアイデ

アや提案をすべて否定しようとし

ている。

組織として、どのようにすればイノ

ベーションが成功するかの知的

財産が存在していない。

イノベーション活動に必要な個人

知の獲得は進められているが、

組織知として整理できていない。

イノベーション活動によって得られ

た「知」は整理・分類され参照で

きる状態になっている。

利害関係が一致している社内外

組織との「知」の共有ができるよ

うになっている。

イノベーション活動によって得られ

た「知」は効果的に使用すること

ができるように、収集・分類され

さまざまな角度で検証・分析が

行われている。

基本スタンスを共有できる社内

外組織との「知」の共有が、イノ

ベーションクラスターとしてできる

ようになっている。

利害に左右されず、イノベーショ

ン活動に必要な「知」は全組織

で日常的に共有・活用・拡張さ

れている。

イノベーション活動によって得られ

た「知」は「イシ・イノベーション」

の成果として活用できている。

0
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診断ツールの使い方（例） 
案内リーフレット 

ＩＰＧＬ 
逆引きＩＮＤＥＸ 

（ＩＴＣ用） 

活用の手引き（ＩＴＣ用） 
分析（処方箋）、

提案へ 

各人にチェック記入
してもらう 

詳細 
チェック 

経営者へ診断の提案 

利用の手引き 
（利用者用） 

イノベーション経営成熟度診断シート（Ａ） 

イノベーション経営成熟度診断シート（Ｂ） 

プロセス フェーズ 備考 視点 ＩＰＧＬ参照先

外部情報認識

1.1 プロセス
3-2．変化をつかむ！(p.128)
3-3．視点を変える！(p.128)

1 .2 基本姿勢

2-4．アイデアを尊重する姿勢(p.122)
2-5．視点を変える姿勢(p.123)
2-6．日常を観察する姿勢(p.123)
2-7．好奇心を持つ姿勢(p.124)
2-11．ネットワーク拡大構築の姿勢(p.126)

効果的決定構造

2.1 プロセス

3-1．自らを変える！(p.127)
3-5-1．企業理念の再認識(p.130)
3-5-2．イノベーション経営方針の再確認(p.131)
3-5-3．社会価値・顧客価値からの認識(p.131)
3-6．イノベーション方針の決定(p.132)

2 .2 基本姿勢
2-1．イノベーション経営方針の理解と超越の姿勢(p.121)
2-2．疑問を持つ姿勢(p.121)
2-3．ゼロベースで考える姿勢(p.122)

内部知識流通

3.1 プロセス
3-2．変化をつかむ！(p.128)
3-3．視点を変える！(p.128)

3 .2 基本姿勢

2-4．アイデアを尊重する姿勢(p.122)
2-5．視点を変える姿勢(p.123)
2-6．日常を観察する姿勢(p.123)
2-7．好奇心を持つ姿勢(p.124)

組織フォーカス

4.1 プロセス
3-4-1．気づきを生む日常行動と意識(p.129)
3-4-2．チームでの行動と意識(p.130)

4 .2 基本姿勢

2-8．共感する姿勢(p.124)
2-9．質問をする姿勢(p.125)
2-10．ダイアログをする姿勢(p.126)
2-11．ネットワーク拡大構築の姿勢(p.126)

情報時代の事業網（継続的
革新）

5.1 プロセス 3-6．イノベーション方針の決定(p.132)

5 .2 基本姿勢 2-12．イノベーション認識 4Ｃの姿勢(p.126)

イノベーション認識４Cの姿
勢

6.1 プロセス

3-5-1．企業理念の再認識(p.130)
3-5-2．イノベーション経営方針の再確認(p.131)
3-5-3．社会価値・顧客価値からの認識(p.131)
3-6．イノベーション方針の決定(p.132)

6 .2 基本姿勢

2-1．イノベーション経営方針の理解と超越の姿勢(p.121)
2-2．疑問を持つ姿勢(p.121)
2-3．ゼロベースで考える姿勢(p.122)
2-12．イノベーション認識 4Ｃの姿勢(p.126)

外部情報認識

1.1 プロセス 3-2．新事業の実行(p.209)

1 .2 基本姿勢
2-1．社会・顧客の価値・課題重視の姿勢(p.203)
2-3．経営環境の変化へ敏感に反応する姿勢(p.204)
2-6．情報の収集・分析・共有・活用の姿勢(p.206)

効果的決定構造

2.1 プロセス
3-1．新事業の立ち上げ(p.209)
3-2．新事業の実行(p.209)

2 .2 基本姿勢
2-1．社会・顧客の価値・課題重視の姿勢(p.203)
2-2．多様な資源を活用する姿勢(p.204)
2-5．トライアル・アンド・ファインディングの姿勢(p.205)

内部知識流通

3.1 プロセス 3-2．新事業の実行(p.209)

3 .2 基本姿勢
2-4．イノベーション積み重ねの姿勢(p.205)
2-5．トライアル・アンド・ファインディングの姿勢(p.205)
2-6．情報の収集・分析・共有・活用の姿勢(p.206)

組織フォーカス

4.1 プロセス 3-1．新事業の立ち上げ(p.209)

4 .2 基本姿勢
2-2．多様な資源を活用する姿勢(p.204)
2-7．モデル化見える化の姿勢(p.206)
2-8．収益構造の明確化の姿勢(p.206)

情報時代の事業網（継続的
革新）

5.1 プロセス 3-2．新事業の実行(p.209)

5 .2 基本姿勢

2-4．イノベーション積み重ねの姿勢(p.205)
2-9．事業構造の見直しの姿勢(p.206)
2-10．価値構造の見直しの姿勢(p.207)
2-11．イノベーションの仕組みを持続する姿勢(p.207)

イノベーション実現
プロセス

イノベーションの
姿勢と方向性の

確認フェーズ

価値実現フェーズ

評価レベル 0 1 2 3 4 5

イ ノベーション活動に関しての状態 無意識の状態 イ ノベーションを誤解している状態 行き当たりばったりの状態 必要な要素を把握している状態 組織的取組ができ始めた状態 活動に関して適切な判断ができる
ようになっている状態

臨機応変の状態

経営者（経営層）の意識 今までの経営を伸ばしていけば成
功すると思っている。

イ ノベーションを誤解しているため、
イ ノベーションは一部の天才ができ
ることであり、確実性のないことに
チャレンジすることはリスクがあると
考えている。
今までにどこかで成功したことを真
似することは価値がないものだと表
明している。
ともかく新しいものを追求する事が
経営者としての責任であると認識し
ている。

イ ノベーションが必要であると考え
ているが、懐疑的であるため行動
に至っていない。
新しいアイ デアが気になったときだ
けイ ノベーション活動を認める。

経営陣との合意がたまにできた時
（多くの場合予算的な見通しや成功
への筋道が明確に示すことができ
た時）、イ ノベーショ ン活動を推進す
る。

イ ノベーションに対する認識と方向
性について経営者から全従業員に
周知している。ただし、従業員がど
の程度理解しているかの把握はで
きていない。
イ ノベーションの推進状況等は感覚
的に把握しており、重要な場面やリ
スクテイ クを伴う活動が、経営者に
より正式に承認されている。

イ ノベーション活動に必要な要素は
組織固有のものも含めて経営資源
として認識している。
イ ノベーション活動の状況を把握・
推進している。

イ ノベーション活動は経営活動の一
環として認識している。
また、イ ノベーショ ンに対する姿勢
を組織内だけではなく組織外にも積
極的に開示し、イノベーショ ンを社
会的貢献の手段として自覚してい
る。

イ ノベーション実現化活動状況 現在の経営方針に従ったなかでの
改善活動は活発に実施できている。

イ ノベーションを誤解しているため、
顧客価値を考えずに、提供側から
の視点で価値設定を行い強硬に変
革を推し進めていく。
失敗した原因は自組織ではなく、新
しさについてこれなかった顧客にあ
ると思っている。

偶然の産物としてイ ノベーショ ンを
成功させた経験があるが、成功/失
敗要因の分析ができておらず、現
状維持・改善にとどまっている。

イ ノベーション活動は全組織的なも
のではなく、イ ノベーション活動に好
意的な組織のみで実現できる範囲
の活動にとどまっている。

イ ノベーションを推進する組織活動
は認知・承認され、組織全体の責
任としてイ ノベーション活動を推進
する体制が存在している。

イ ノベーション活動は関連組織全体
の責任として推進され、推進状況
等は定量的・定性的に把握できて
いる。
経営者の承認は正式に実施され、
軌道修正は予兆の段階で準備・実
行できている。
ただし、対応策が必ずしも効果的か
否かの事前判断はできない。

イ ノベーション活動は常に最適化で
きるように、事前に複数ケースの準
備が整っている。

人財の育成・活用 ＰＤＣＡが回るための人財配置が行
われ、手順どおりにいかに動くかの
トレーニングは繰り返し実施され成
果を出している。

イ ノベーションを誤解しているため、
斬新なアイデアを出すことに執着し、
独創性のある人財は異端とみなさ
れ、提案が出ない人財は無能であ
ると判断され、才能の芽を摘んでい
る。

イ ノベーションに興味があるものが
私的にセミナー等に参画するが、そ
こで得た知識・スキルを生かす場面
はほぼ存在しない。
異能の人財、多様性のある人財を
活かす機会がほとんどない。

イ ノベーションの基本的な知識教育
が一部意識の高い組織、またはイ
ノベーショ ン担当と認識している組
織で、必要と思える担当者に実施さ
れている。
異能の人財、多様性のある人財を
活用し、創造的能力を引き出す努
力が一部の組織で行なわれている。

イ ノベーションの進め方について、
組織の主だった要員は理解をして
いる。また、そのための教育を定期
的に実施している。
イ ノベーション活動への報奨制度な
どができている。
要員のイ ノベーション能力・活動に
関しての評価はあるが、イノベー
ショ ン能力・活動に関する評価基準
がない。

個人の能力及び状況に応じて、イノ
ベーショ ンに対する配置、教育が日
常的に実施できている。
イ ノベーションに関する項目が人事
評価に組み込まれている。
要員は、イ ンセンティブをもってイノ
ベーショ ン活動にとり組んでいる。

イ ノベーションに必要な配置、教育
はタイ ムリーに実施できている。
要員のイ ノベーションも含む評価が
定性的・定量的に実施されフィード
バックされている。
また、様々な評価軸で要員の評価
を適時、見直す仕組みがある。

組織環境 価値判断が過去の成功体験に基
づいている。
目標に向かいマニュアル通りに行
動する事が徹底されている。
新しいことにチャレンジする取り組
みはほとんどない。

イ ノベーション活動の実施そのもの
が目標となっている。
イ ノベーションの目標として、どのよ
うな顧客価値を実現するかを考え
ていない。

特定な人のアイ デアがイノベーショ
ンとして取り上げられることがある
が、組織としてアイ デアを取り上げ
る仕組みがない。
常識外（多様性、異質、異端、失敗
等）を認める文化がない。
イ ノベーション活動が失敗に終わっ
た場合、その責任はうやむやにな
るか、責任のなすりあいが発生する。

基本的にリスクの少ないイノベー
ショ ン活動に関して、個人・チーム
中心でチャレンジできる柔軟さが、
ある程度整ってきている。
イ ノベーションに直接関係していな
い個人・部門の抵抗や無関心に
よって、イノベーショ ン活動に支障を
きたすことも多々発生する。
また、イ ノベーショ ンがとん挫した時
の責任は担当部門または個人が全
面的に負うことになる。

組織全体がイ ノベーション活動に参
加する文化が整っており、モチベー
ショ ンを維持する必要性を理解して
いる。
多様な意見、アイ デアを受け入れ、
ダイ ヤログを重ね、チャレンジさせ、
失敗を認める風土がある。

組織全体の状態や課題が常に把
握されており、個人・組織間の早期
のケアを行う風土がある。
職場環境の調整が早めに行われる
ので、生き生きとイノベーション活動
に取り組んでいる。

イ ノベーション活動を展開するため
に、最適な組織へ柔軟に組み替え
る事が出来る。
イ ノベーション活動を通じて、組織
に貢献している実感がある。
組織としてイ ノベーショ ンのＤＮＡが
根付いている。

知の活用状況 知的情報（外部情報や、ビッグデー
タ、アイ デア、失敗事例、うわさなど
内部情報）をイノベーショ ンの種とし
て活用しようとしていない。

イ ノベーションを誤解しているため、
変わった情報、突飛なアイデアや提
案をすべて否定しようとしている。

組織として、どのようにすればイノ
ベーショ ンが成功するかの知的財
産が存在していない。

イ ノベーション活動に必要な個人知
の獲得は進められているが、組織
知として整理できていない。

イ ノベーション活動によって得られ
た「知」は整理・分類され参照できる
状態になっている。
利害関係が一致している社内外組
織との「知」の共有ができるように
なっている。

イ ノベーション活動によって得られ
た「知」は効果的に使用することが
できるように、収集・分類されさまざ
まな角度で検証・分析が行われて
いる。
基本スタンスを共有できる社内外
組織との「知」の共有が、イノベー
ショ ンクラスターとしてできるように
なっている。

利害に左右されず、イノベーション
活動に必要な「知」は全組織で日常
的に共有・活用・拡張されている。
イ ノベーション活動によって得られ
た「知」は「イシ・イノベーション」の
成果として活用できている。
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評価レベル 0 1 2 3 4 5

イ ノベーション活動に関しての状態 無意識の状態 イ ノベーションを誤解している状態 行き当たりばったりの状態 必要な要素を把握している状態 組織的取組ができ始めた状態 活動に関して適切な判断ができる
ようになっている状態

臨機応変の状態

経営者（経営層）の意識 今までの経営を伸ばしていけば成
功すると思っている。

イ ノベーションを誤解しているため、
イ ノベーションは一部の天才ができ
ることであり、確実性のないことに
チャレンジすることはリスクがあると
考えている。
今までにどこかで成功したことを真
似することは価値がないものだと表
明している。
ともかく新しいものを追求する事が
経営者としての責任であると認識し
ている。

イ ノベーションが必要であると考え
ているが、懐疑的であるため行動
に至っていない。
新しいアイ デアが気になったときだ
けイ ノベーション活動を認める。

経営陣との合意がたまにできた時
（多くの場合予算的な見通しや成功
への筋道が明確に示すことができ
た時）、イ ノベーショ ン活動を推進す
る。

イ ノベーションに対する認識と方向
性について経営者から全従業員に
周知している。ただし、従業員がど
の程度理解しているかの把握はで
きていない。
イ ノベーションの推進状況等は感覚
的に把握しており、重要な場面やリ
スクテイ クを伴う活動が、経営者に
より正式に承認されている。

イ ノベーション活動に必要な要素は
組織固有のものも含めて経営資源
として認識している。
イ ノベーション活動の状況を把握・
推進している。

イ ノベーション活動は経営活動の一
環として認識している。
また、イ ノベーショ ンに対する姿勢
を組織内だけではなく組織外にも積
極的に開示し、イノベーショ ンを社
会的貢献の手段として自覚してい
る。

イ ノベーション実現化活動状況 現在の経営方針に従ったなかでの
改善活動は活発に実施できている。

イ ノベーションを誤解しているため、
顧客価値を考えずに、提供側から
の視点で価値設定を行い強硬に変
革を推し進めていく。
失敗した原因は自組織ではなく、新
しさについてこれなかった顧客にあ
ると思っている。

偶然の産物としてイ ノベーショ ンを
成功させた経験があるが、成功/失
敗要因の分析ができておらず、現
状維持・改善にとどまっている。

イ ノベーション活動は全組織的なも
のではなく、イ ノベーション活動に好
意的な組織のみで実現できる範囲
の活動にとどまっている。

イ ノベーションを推進する組織活動
は認知・承認され、組織全体の責
任としてイ ノベーション活動を推進
する体制が存在している。

イ ノベーション活動は関連組織全体
の責任として推進され、推進状況
等は定量的・定性的に把握できて
いる。
経営者の承認は正式に実施され、
軌道修正は予兆の段階で準備・実
行できている。
ただし、対応策が必ずしも効果的か
否かの事前判断はできない。

イ ノベーション活動は常に最適化で
きるように、事前に複数ケースの準
備が整っている。

人財の育成・活用 ＰＤＣＡが回るための人財配置が行
われ、手順どおりにいかに動くかの
トレーニングは繰り返し実施され成
果を出している。

イ ノベーションを誤解しているため、
斬新なアイデアを出すことに執着し、
独創性のある人財は異端とみなさ
れ、提案が出ない人財は無能であ
ると判断され、才能の芽を摘んでい
る。

イ ノベーションに興味があるものが
私的にセミナー等に参画するが、そ
こで得た知識・スキルを生かす場面
はほぼ存在しない。
異能の人財、多様性のある人財を
活かす機会がほとんどない。

イ ノベーションの基本的な知識教育
が一部意識の高い組織、またはイ
ノベーショ ン担当と認識している組
織で、必要と思える担当者に実施さ
れている。
異能の人財、多様性のある人財を
活用し、創造的能力を引き出す努
力が一部の組織で行なわれている。

イ ノベーションの進め方について、
組織の主だった要員は理解をして
いる。また、そのための教育を定期
的に実施している。
イ ノベーション活動への報奨制度な
どができている。
要員のイ ノベーション能力・活動に
関しての評価はあるが、イノベー
ショ ン能力・活動に関する評価基準
がない。

個人の能力及び状況に応じて、イノ
ベーショ ンに対する配置、教育が日
常的に実施できている。
イ ノベーションに関する項目が人事
評価に組み込まれている。
要員は、イ ンセンティブをもってイノ
ベーショ ン活動にとり組んでいる。

イ ノベーションに必要な配置、教育
はタイ ムリーに実施できている。
要員のイ ノベーションも含む評価が
定性的・定量的に実施されフィード
バックされている。
また、様々な評価軸で要員の評価
を適時、見直す仕組みがある。

組織環境 価値判断が過去の成功体験に基
づいている。
目標に向かいマニュアル通りに行
動する事が徹底されている。
新しいことにチャレンジする取り組
みはほとんどない。

イ ノベーション活動の実施そのもの
が目標となっている。
イ ノベーションの目標として、どのよ
うな顧客価値を実現するかを考え
ていない。

特定な人のアイ デアがイノベーショ
ンとして取り上げられることがある
が、組織としてアイ デアを取り上げ
る仕組みがない。
常識外（多様性、異質、異端、失敗
等）を認める文化がない。
イ ノベーション活動が失敗に終わっ
た場合、その責任はうやむやにな
るか、責任のなすりあいが発生する。

基本的にリスクの少ないイノベー
ショ ン活動に関して、個人・チーム
中心でチャレンジできる柔軟さが、
ある程度整ってきている。
イ ノベーションに直接関係していな
い個人・部門の抵抗や無関心に
よって、イノベーショ ン活動に支障を
きたすことも多々発生する。
また、イ ノベーショ ンがとん挫した時
の責任は担当部門または個人が全
面的に負うことになる。

組織全体がイ ノベーション活動に参
加する文化が整っており、モチベー
ショ ンを維持する必要性を理解して
いる。
多様な意見、アイ デアを受け入れ、
ダイ ヤログを重ね、チャレンジさせ、
失敗を認める風土がある。

組織全体の状態や課題が常に把
握されており、個人・組織間の早期
のケアを行う風土がある。
職場環境の調整が早めに行われる
ので、生き生きとイノベーション活動
に取り組んでいる。

イ ノベーション活動を展開するため
に、最適な組織へ柔軟に組み替え
る事が出来る。
イ ノベーション活動を通じて、組織
に貢献している実感がある。
組織としてイ ノベーショ ンのＤＮＡが
根付いている。

知の活用状況 知的情報（外部情報や、ビッグデー
タ、アイ デア、失敗事例、うわさなど
内部情報）をイノベーショ ンの種とし
て活用しようとしていない。

イ ノベーションを誤解しているため、
変わった情報、突飛なアイデアや提
案をすべて否定しようとしている。

組織として、どのようにすればイノ
ベーショ ンが成功するかの知的財
産が存在していない。

イ ノベーション活動に必要な個人知
の獲得は進められているが、組織
知として整理できていない。

イ ノベーション活動によって得られ
た「知」は整理・分類され参照できる
状態になっている。
利害関係が一致している社内外組
織との「知」の共有ができるように
なっている。

イ ノベーション活動によって得られ
た「知」は効果的に使用することが
できるように、収集・分類されさまざ
まな角度で検証・分析が行われて
いる。
基本スタンスを共有できる社内外
組織との「知」の共有が、イノベー
ショ ンクラスターとしてできるように
なっている。

利害に左右されず、イノベーション
活動に必要な「知」は全組織で日常
的に共有・活用・拡張されている。
イ ノベーション活動によって得られ
た「知」は「イシ・イノベーション」の
成果として活用できている。
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イノベーション経営成熟度診断シート（Ａ） 

価値実現フェーズ
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イノベーションのプロデュースフェーズ
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ズ

イノベーション環境・体質構築プロセス

イノベーション認識プロセス

イノベーション実現プロセス

経営者のリーダーシップフェーズ
イノベーティブ人財の育成・活用フェーズ

柔軟なイノベーティブ組織環境の構築フェーズ
コミュニケーションと知の経営フェーズ

価値発見
フェーズ

価値設計
フェーズ

価値実証
フェーズ

価値創出プロセス

イノベーションの姿勢と
方向性の確認フェーズ

組織のイノベーション経営への取り組みの全体感を診断するためのシートである。 
5つの診断項目は、ＩＰＧＬの各プロセス・フェーズに下図のように該当する。 
シートは下図1ページで構成される。 

←イノベーション経営成熟度診断シート（Ａ） 

↓ ＩＰＧＬのイノベーション経営プロセス 

診断項目 評価レベル（0～5） 

診断内容 



プロセス フェーズ 視点 レベル0 レベル1 レベル2 レベル3 レベル4 レベル5

1 外部情報認識

イノベーションの取り組みにおいて、外部環境情報を

収集・分析、活用する仕組みを組織として持ってい

ない。

外部情報現状の把握は経営者がその気になった

時に独自で判る範囲の情報を収集し参考にする。

対象範囲は経営者の関心がある範囲に限定され

る。

外部環境情報を収集・分析し活用する仕組み

が存在するが、あくまでも経営者から指名を受け

た特定の組織が外部環境の情報収集を行って

いる。

全組織的に外部環境情報を集約・共有・分析

する仕組みがあり、多角的な分析から事業定義

を明確にするプロセスが存在している。

しかし、実施タイミングとモニタリングが適切ではな

い。

その結果、外部環境の変化に対応できず、認識

や方向性が現状とかい離していてもすぐには修正

ができない。

イノベーションの姿勢と方向性に関する外部情報

はリアルタイムに収集分析され、現状の認識方

向性との乖離がある場合は対応策の検討ができ

る状態になっている。

ただし、認識と方向性の修正による影響・効果

については情報を収集・分析するレベルにとどまっ

ている。

イノベーションの姿勢と方向性の認識に必要な

外部情報が、必要なときに、必要なものが、必

要な分入手でき活用されている。

さらに、環境変化によって新しい外部情報が必

要な時でも、適切な形で現在の仕組みの中に

反映する事ができている。

2 内部知識流通

イノベーションの取り組みにおいて、必要なノウハウ等

は経営者個人の中でとどまっており、従業員と共有

する仕組みは存在していない。

イノベーションに対する認識や方向性についての

アナウンスは、毎年度の恒例行事の一環であり、

取り組み範囲外の組織やかかわりが薄い組織は

その内容にほとんど関心を示していない。

イノベーションの姿勢と方向性の認識の決定内

容は、全組織に行き渡る仕組みができている。

また、各組織で再度確認が行われ個別目標へ

と展開ができている。

イノベーション活動の途中で認識・方向性の変

更が発生した場合でも、組織内の全部門に速

やかに情報が配信され個別目標に対する修正・

再展開が行える仕組みができている。

イノベーション活動の途中で認識・方向性の変

更が発生した場合でも、各部門であらかじめ用

意してある個別目標に速やかに切り替えることが

できる。

3 効果的決定構造

イノベーションの取り組みにおいて、決定権限者が正

式に定っていない。

経営者の思い付きでイノベーションに対する思いを

語るためそれが全社方針かどうかの判別は明確では

ない。また、語る思いの内容はその時の経営者の関

心事に左右されるために一貫性があるとは言えな

い。

経営者から指名を受けた特定の組織と経営者

の間で意思決定が行われ組織内にアナウンスさ

れる。

イノベーションの姿勢と方向性を決定する上で、

組織内のボトムアップ情報とトップダウン情報とを

考慮したプロセスが回っている。

イノベーションの姿勢と方向性に関する軌道修正

が発生しても、組織内の各部門と経営層との調

整がとれ、常に最善の修正を目指して行動が起

こせる状態になっている。

イノベーションの姿勢と方向性に関し、決定権限

および権限委譲のルールが環境の変化に対応で

きるものになっており、柔軟に運用されている。

4 組織フォーカス

イノベーションの取り組みにおいて、組織的な取り組

みが存在していないので、経営者や個人の思いの

みでイノベーション実現プロセスが進められている。そ

れ以外の人は意見を出すことはほとんどない。

目標・方針がグループ内では共有されているが、

その解釈を独自判断に任せているため、組織の

目標・方針に沿っていない可能性がある。

イノベーションの姿勢や方向性について認識・方

針を全組織的に周知し、共有する仕組みが存

在する。

ただし、見直しが行われたとき、組織内で整合性

を検証する仕組みが備わっていない。

リアルタイムで全組織から外部環境に関する情

報を収集する仕組みができている。

さらに、情報価値を考慮することで情報重複・過

多とならず、必要情報に注目できる。

イノベーションの姿勢や方向性の変化が随時必

要な組織に行き渡るようになっている。

さらに、個別組織の修正が他組織に与える影響

のシュミレーションができる状態になっている。

5 継続的革新

イノベーションの取り組みにおいて、場当たり的開始

され、事業活動に必ずしも結びつくとは限らない。ま

た、結びつき成功を収めたとしても繰り返し実施でき

るような仕組みは存在していない。

経営者が直接他の組織からのアプローチを受けた時

などに突如としてコラボレーションの話が持ち上がる。

コラボレーションが成功するかどうかはその時の運次

第である。

組織内外のイノベーションの方向性に関するアプ

ローチが成功するかどうかは、的確なプロセスが確

立していないため、相手側の状況に左右される。

また、他組織からのアプローチに関しては、担当

部門に割り当て、部門単位に対応させている。

イノベーションの姿勢と方向性に関し、全組織で

は、ビジネスモデルとしての整合性のとれた活動を

可能にする認識を共有させている。

関連組織とのコラボレーション方針には、協力関

係を維持継続できる内容を盛り込んでいる。

他組織に対するコラボレーションを自組織でコント

ロールできる環境が整っている。

また、より良好な関係を維持する取り組みが可

能になっている。

関連組織とのコラボレーション方針には、環境変

化に応じて最適な協力関係を構築する仕組み

を盛り込んでいる。

6 外部情報認識

イノベーションをプロデュースするにあたって、イノベー

ション活動と外部情報との関連はあまり把握できて

いないため、外部の情報を収集する意識は持ってい

るが、実質的な活動ができていない。

その結果、担当から問題発生の報告を受けてから、

それが外部環境の変化によるものと認識できた時に

対応策を場当たり的に策定している。

イノベーションに関するプロデュース活動で、外部

情報による影響を経営者及びイノベーション担当

部門の気がつく範囲にとどまり、多分に情報が不

足している部分が存在する。

イノベーションのプロデュースにおいて、全組織から

外部情報を入手する仕組みが存在している。

ただし、定期的なプロセスなので急激な外部情

報の変化には対応できず、試行錯誤的な要素

が強くなっている。

イノベーション活動に関わる外部情報の変化は

逐次捕捉が可能な仕組みができている。

トライアル時に予想外の結果が出た時の対応に

関する効果の収集を行っている。

イノベーションのプロデュースにおける外部情報の

収集は、予想外の事象への対応策も、あらかじ

め織り込んで実施している。

7 内部知識流通

イノベーションをプロデュースする仕組みについて、情

報を共有し、学ぶ意識を持っているが、組織的な活

動とはなっていない。

その結果、イノベーション活動がどのように進行してい

るかは、経営者が気になった時に直接担当に問い

ただす。ただし、担当自身も現状の把握ができてい

ない為、常にストレス状態が続いている。

経営者はイノベーション活動の報告を受けている

が、内容が部分的なため、判断を誤る場合があ

る。

イノベーションをプロデュースする仕組みとして、各

部門からの報告内容を共有することで、学ぶ環

境が整備されている。

ただし、分析結果を活用するには至っていない。

組織全体で各組織内部門の活動結果が分析

活用できるようになっている。

ただし、予想外の事象への対応策及びその対応

状況の情報は組織内全体での共有にとどまって

いる。

イノベーションをプロデュースする情報活用が最適

化されている。

その結果、イノベーション活動における様々な対

応結果が共有情報として、必要な時に必要な

分だけの情報を取得することが可能になってい

る。

8 効果的決定構造

イノベーションをプロデュースする仕組みについて、意

思決定が場当たり的で属人的な対応となっている。

その結果、イノベーション担当が独自で判断決定し

た内容を経営者が知りストップをかけることがしばし

ば発生している。

イノベーション活動を任せられた組織内からの定

期報告だけで、経営者が意思決定を行ってい

る。

イノベーションをプロデュースする仕組みとして、組

織内全部門がそれぞれで状況を分析し、今後の

対策案を持ち寄り全社的な対応策を決定して

いる。そのため、即応性に欠けることがある。

経営組織の全体方針の基、各組織で決定でき

る部分は各組織の責任者が随時、自律的に判

断を下している。

環境の変化に対応するイノベーションをプロデュー

スする仕組みや意思決定のプロセスが定義され

ている。

その結果、あらかじめ予想外の結果が発生した

時の対応も計画に含んでおり、組織内の部門は

適宜適切な判断を下しながらイノベーション活動

を行うことができる。

9 組織フォーカス

イノベーションをプロデュースする仕組みについて、属

人的な活動になっており、組織的なルールや仕組み

がない。

その結果、イノベーションは経営者が独自に個人を

指名し進めているために、組織的な動きは発生して

いない。

経営者によるイノベーションのプロデュースが直接

に担当している部門だけを対象としているため、

全組織的な支援体制ができていない。

イノベーションをプロデュースする組織的なルール

や仕組みが定義されている。

順調に進んでいる状態（定性的内容も含め

て）が明確ではないため、事後対応になる。

イノベーションが順調に進んでいる状態が明確に

なっている。

その結果、現在のイノベーション活動の乖離状態

（順調な状態とのギャップ）が判断できるように

なっている。

イノベーションのプロデュースで、イノベーション活動

に必要な様々な情報が関連づけて整理できい

る。

その結果、各組織が最適なアクションをとることが

できる。

10 継続的革新

イノベーションをプロデュースする必要性を意識してい

るが、関連部門やパートナーとの調整をする仕組み

がない。

その結果、経営者が個人的にイノベーション活動を

コントロールしており、組織内外の調整は経営者の

腕次第になっている。

経営者は、関連部門やパートナーとの調整を担

当部門任せにしている。

イノベーションをプロデュースする必要性を意識

し、関連部門やパートナーとの調整をする仕組み

が構築され、ある程度足並みを揃えた活動が可

能になってきている。

ただし、異常発生時の対応は必ずしも足並みが

揃っているとは言えない。

パートナーも含めた組織グループにおけるイノベー

ション活動は、現在の状態を分析した結果に

従って有効と思われる対応策を策定する事がで

きている。

ただし、採用した対応策が最適なものとは限らな

い。

Ａｌｌ－Ｗｉｎの姿勢に従って、イノベーション

活動の中で動的に他組織とのコラボレーションを

築くことが可能になっている。

11 外部情報認識

持続的イノベーションを推進するには、外部情報の

入手が必要であることを認識しているが、組織的な

活動には至っていない。

持続的イノベーションを推進するため、外部情報

を入手する必要性の認識があり、担当部門が仕

組みを構築しつつある。

持続的イノベーションを推進するため、外部情報

を組織的・定期的に入手し、分析する仕組みが

定義されている。

ただし、急激な変化に即応できない。

外部環境の変化に応じて随時取得範囲の調

整を行うことで、適切な外部情報の入手を行う

仕組みができている。

ただし、変化があまりに急激な場合は情報収集

の対応ができないこともある。

イノベーション正否を問わず、持続的イノベーショ

ン活動に関する情報を収集し、更なるイノベー

ション活動が発生することで、期待に沿った結果

を生むことができる。

12 内部知識流通

持続的イノベーションに関する情報共有の必要性を

認識しているものの、仕組みが定義されておらず、

属人的な範囲での情報共有にとどまっている。

その結果、どのようにすれば持続的にイノベーションを

起こすことができるか組織内に情報は流れていな

い。

持続的イノベーションに関する情報共有の必要

性を認識しているものの、仕組みが定義されてお

らず、担当部門内の情報共有にとどまっている。

持続的イノベーションに関する全社レベルの情報

共有する仕組みが定義されており、コミュニケー

ションが活発に行われている。

持続的イノベーション活動に必要な情報は、組

織全体で随時更新できるようになっている。

変化に対応した持続的イノベーションに関する情

報共有の仕組みが定義されており、情報共有の

啓蒙と教育が行われている。

イノベーション活動の結果を生かして、さらにレベ

ルの高いイノベーション活動につなげる情報共有

活用の仕組みができている。

13 効果的決定構造

持続的イノベーションに関する施策での決定プロセ

スの必要性を認識しているものの、プロセスが定義さ

れておらず、属人的な決断が行われている。

その結果、経営者が気になった時にイノベーション活

動が発生するため、持続的なイノベーションを進める

環境はあまり整っていない。

持続的イノベーションに関する施策での必要な

要素は定義されているが、必ずしもプロセスが正

しいわけではない。

また、担当部門からの部分的な報告を受け持続

的イノベーションに関する決定を経営者が行って

いる。

持続的イノベーションに関する施策での決定プロ

セスが定義されており、属人的な決断が排除さ

れ、組織として、各部門内でどのように取り組む

かの対策を策定し、全社的な調整のうえ正式に

決定する。

経営組織が決定した方針の基、持続的イノベー

ション活動の詳細な決定権は各部門で行使す

る事が可能な状態になっている。

持続的イノベーションに関する施策で、終了した

イノベーション活動の結果を活用し新たなイベー

ションを起動するための臨機応変に対応できてい

る。

14 組織フォーカス

持続的イノベーションに関して、具体的な組織活動

には至っていない。

経営者は、持続的イノベーションに関する情報を

適切な部門ではなく、イノベーション担当部門だ

けから収集しているため、情報に偏りが発生して

いる。

持続的イノベーションに関して、組織の方向性を

考慮し、戦略・計画に基づいた組織全体で、必

要な情報を多角的に収集分析する仕組みがで

きている。

ただし、時として収集した情報の価値が判断でき

ず、情報が重複・過多になることもある。

持続的イノベーションに必要な情報間に関連づ

けができているため、最小限のアクションで的確な

情報源アクセスする事ができる仕組みができてい

る。

持続的イノベーションを行うために、場面場面に

応じた情報選択・収集ができるように組織的な

仕組みを柔軟に改変することができる。

15 継続的革新

持続的なイノベーションに関して、組織内外のネット

ワークの活用が属人的範囲にとどまっているため、場

当たり的な対応を行っている。

経営者が、持続的なイノベーションに関する社内

外のネットワークの活用を担当部門に限定してい

る。

また、パートナー組織との持続的なイノベーション

関係の構築は、パートナー主導となっている。

持続的なイノベーションに関して、社内外のネット

ワークを活用する仕組みはある。

パートナー組織と供創的な立場で、持続的イノ

ベーション活動に対する取り組みができている。

パートナー組織を含めた持続的イノベーションへ

の取り組みは、実施したイノベーション活動の分

析結果を元に、随時修正ができる状態になって

いる。

持続的なイノベーションに関して、社内外のネット

ワークが活用が十分行われ、成果が実績として

認められる。

持続的なイノベーションを有機的に展開できる事

業網を持っている。

イノベーション認識プロ

セス

イノベーションの姿勢

と方向性の認識

フェーズ

経営者としてイノベーションを行う

ことに関心がない。

イノベーションのプロ

デュースフェーズ

組織的に、イノベーションをプロ

デュースする仕組みを備えていな

い。

持続的イノベーショ

ンの認識フェーズ
イノベーションを持続的に実施し

ようとする意識がない。
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イノベーション経営成熟度診断シート（Ｂ） 
診断項目を、ＩＰＧＬのプロセス・フェーズごとに分割し、組織ＩＱの視点で診断するためのシートである。 
ＩＰＧＬの①認識プロセス、②実現プロセスのうち価値創造プロセスを除く2フェーズ、③価値創出プロ
セス、④環境・体質構築プロセスを各1シートとし、全4シートで構成される。 

← ①認識プロセスのシート例 

診断項目 

評価レベル 
（0～5） 

プロセス 

診断内容 

組織ＩＱの視点 

フェーズ 



プロセス フェーズ 備考 視点 ＩＰＧＬ参照先

外部情報認識

1.1 プロセス
3-1-1．将来に関する洞察（p.216）
3-1-2． 未来志向で考える（p.217）

1.2 基本姿勢
2-1．社会に関心を持つ姿勢（p.213）
2-2．顧客価値・課題発見の姿勢（p.213）
2-3．社会価値発見の姿勢（p.213）

内部知識流通

2.1 プロセス
3-1-1． 将来に関する洞察（p.216）
3-2-1． 企業理念・使命の再確認（p.218）
3-3-4．イノベーション経営方針の提示（p.222）

2.2 基本姿勢 2-2．顧客価値・課題発見の姿勢（p.213）

効果的決定構造

3.1 プロセス

3-1-1．将来に関する洞察（p.216）
3-1-2．未来志向で考える（p.217）
3-1-3．イノベーションの理解（p.217）
3-2-2．将来ビジョンの策定（p.219）
3-3-1．イノベーション・マネジメントの認識(p.220）
3-3-3．イノベーション経営方針の作成（p.221）

3.2 基本姿勢 2-4．経営者の意思表明の姿勢

組織フォーカス

4.1 プロセス

3-1-2．未来志向で考える（p.217）
3-1-4．イノベーション経営の必要性認識（p.218）
3-2-1．企業理念・使命の再確認（p.218）
3-3-2．課題認識の共有、認識ギャップの確認（p.221）
3-3-4．イノベーション経営方針の提示（p.222）

4.2 基本姿勢 2-5． 経営者の思いを共有する姿勢（p.214）

継続的革新 3-1-3．イノベーションへの継続的な取り組みの表明

5.1 プロセス

3-1-1． 将来に関する洞察（p.216）
3-1-2 未来志向で考える（p.217）
3-1-4． イノベーション経営の必要性認識（p.218）
3-2-2． 将来ビジョンの策定（p.219）
3-3-2． 課題認識の共有、認識ギャップの確認（p.221）
3-3-3． イノベーション経営方針の作成（p.221）

5.2 基本姿勢
2-2．顧客価値・課題発見の姿勢（p.213）
2-3．社会価値発見の姿勢（p.213）

外部情報認識

1.1 プロセス

1.2 基本姿勢 2-2．イノベーション経営サイクルを活用する姿勢（p.227）

内部知識流通

2.1 プロセス 3-1-1．イノベーション目標の策定（p.232）

2.2 基本姿勢 2-2．イノベーション経営サイクルを活用する姿勢（p.227）

効果的決定構造

3.1 プロセス

3-1-1．イノベーション目標の策定（p.232）
3-1-2．イノベーション課題解決方針の策定（p.233）
3-2-1．イノベーション戦略の策定と共有化（p.233）
3-2-2．イノベーション重要成功要因の明確化と共有化（p.234）
3-2-3．イノベーション推進組織の立ち上げ（p.234）
3-2-4．イノベーション・プロジェクトの承認（p.235）
3-3．イノベーション経営サイクルの統括（p.235）
3-3-1．イノベーション・リスクマネジメント（p.235）
3-3-2．価値創出プロセスのフェーズ・コントロール（p.236）
3-3-3．価値実現フェーズのモニタリング・アンド・コントロール（p.236）
3-4． イノベーション経営の成果検証（ｐ.237）
3-4-1． イノベーションへのモチベーションの維持・向上（p.237）

3.2 基本姿勢

2-1． イノベーション認識4Cの姿勢（p.226）
2-2．イノベーション経営サイクルを活用する姿勢（p.227）
2-3．リスクテイクの姿勢（ｐ.228）
2-4．プロデュースの姿勢（ｐ.229）
2-5．イノベーションのサポートと経営管理の活用の姿勢（ｐ.229）

組織フォーカス

4.1 プロセス

3-2-1．イノベーション戦略の策定と共有化（p.233）
3-2-4．イノベーション・プロジェクトの承認（p.235）
3-3-3．価値実現フェーズのモニタリング・アンド・コントロール（p.236）
3-4-1．イノベーションへのモチベーションの維持・向上（p.237）

4.2 基本姿勢 2-3．リスクテイクの姿勢（ｐ.228）

継続的革新

5.1 プロセス
3-2-3．イノベーション推進組織の立ち上げ（p.234）
3-3．イノベーション経営サイクルの統括（p.235）

5.2 基本姿勢 2-2．イノベーション経営サイクルを活用する姿勢（p.227）

外部情報認識

1.1 プロセス

1.2 基本姿勢
2-1．組織は陳腐化する考え方の姿勢
2-3．数字に追われない、現場志向の姿勢

内部知識流通

2.1 プロセス

2.2 基本姿勢
2-1．組織は陳腐化する考え方の姿勢
2-3．数字に追われない、現場志向の姿勢
2-4．Yes,andの考え方をする姿勢

効果的決定構造

3.1 プロセス
3-1-1．イノベーション活動の振り返り
3-1-2．新たなイノベーションの種・芽を探す
3-1-3．イノベーションへの継続的な取り組みの表明

3.2 基本姿勢

2-1．組織は陳腐化する考え方の姿勢
2-2．コミュニケーション活発化の姿勢
2-3．数字に追われない、現場志向の姿勢
2-4．Yes,andの考え方をする姿勢

組織フォーカス

4.1 プロセス
3-1-1．イノベーション活動の振り返り
3-1-2．新たなイノベーションの種・芽を探す
3-1-3．イノベーションへの継続的な取り組みの表明

4.2 基本姿勢
2-2．コミュニケーション活発化の姿勢
2-3．数字に追われない、現場志向の姿勢
2-4．Yes,andの考え方をする姿勢

継続的革新

5.1 プロセス 3-1-3．イノベーションへの継続的な取り組みの表明

5.2 基本姿勢
2-2．コミュニケーション活発化の姿勢
2-3．数字に追われない、現場志向の姿勢

持続的イノベーショ
ンの認識フェーズ

イノベーション認識プ
ロセス

イノベーションの姿
勢と方向性の認識

フェーズ
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ＩＰＧＬ逆引きＩＮＤＥＸ 
診断シートの記述の意味が分からないときや、診断の結果処方箋を出すときなどに、ＩＰＧＬのどこ
を参照すれば具体的なことが書いてあるかを示したもので、該当する①プロセス・フェーズ・アクティ
ビティ・タスク、②基本姿勢、③ページが示してある、ＩＴＣ用の手引書である。 
イノベーション経営成熟度診断シート（Ｂ）と対比しているので、4シート構成である。 

← ＩＰＧＬ逆引きＩＮＤＥＸの認識プロセスの例 

↓ ＩＰＧＬ（イノベーション経営プロセスガイドライン） 

基本姿勢 

プロセス 

診断項目 

プロセス 

組織ＩＱの視点 

フェーズ 

プロセス、基本
姿勢の内容と、

該当ページ 
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利用／活用の手引き 
「利用の手引き」は、利用者（診断を受けるユーザー）に診断の趣旨、やり方を示したもの。 
「活用の手引き」は、ＩＴＣに診断の趣旨、やり方を示したもの。 
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案内リーフレット 
特に中小企業の経営者に対して、診断を勧めるときにお見せする案内ちらしである。 
2ページ（1枚両面印刷）で構成される。 

↓ 案内リーフレット（おもて） ↓ 案内リーフレット（うら） 



ＩＴコーディネータはＩＴ経営を実現する 
プロフェッショナルです 


